
 
 

 

「障害者総合支援法施行３年後の見直しについて」 

（平成 27 年 12 月 14 日社会保障審議会障害者部会報告書抜粋） 

 

※ 相談支援に関する主な記載事項を抜粋。 

４．障害支援区分の認定を含めた支給決定の在り方について 

（１）現状・課題 

（支給決定プロセスの現状と課題） 

○ 支給決定については、申請者に必要な支援を総合的に評価した上で、市町村が障害

福祉制度による給付の範囲と具体的内容について判断するものであり、申請者の利用

意向を適切に勘案するため、平成 24 年度よりサービス等利用計画案の提出を求め、そ

の内容を勘案事項に含めることとし、平成 27 年度からは全ての申請者について、サー

ビス等利用計画案の提出が義務付けられているが、一部作成率が低調な市町村があり、

平成 27 年６月末現在、全国平均で約８割の作成率となっている。 

○ 利用者本人の意向、家族の状況も含めた本人が置かれた環境等を客観的に把握しつ

つ、最適な支援につなげるため、適切なサービス等利用計画案の作成など、計画相談

支援の質の向上を図ることが必要であるとともに、基幹相談支援センターなどを含め

た相談支援体制の更なる充実が求められている。 

また、利用者の意向をより適切に反映した支給決定を行うため、支給決定前にサー

ビス担当者会議を開催するなどの工夫も有効ではないかとの意見がある。 

 

（２）今後の取組 

（基本的な考え方） 

○ 現行の支給決定プロセスについては、関係者の資質の向上など様々な課題が指摘さ

れている一方で、公平性や透明性を確保しつつ、サービス等利用計画案の作成過程等

を通じて、利用者の意向が反映される仕組みとなっていると考えられることから、基

本的には現行の仕組みにおいてより適切な支給決定が行われるよう以下のような取組

を進めるべきである。 

（相談支援の取組等） 

○ 都道府県・市町村の協議会の機能強化やこれを通じた相談支援の取組の充実を図る

とともに、基幹相談支援センター等の設置やこれによる取組を推進すべきである。 
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こうした取組を進めるためには、市町村が適切にマネジメントを行うとともに、そ

の職員の資質向上を図る必要がある。また、支給決定に関わる関係者において、利用

者の状況をより適切に反映できる仕組みを工夫していく必要もある。 

○ 計画相談支援については、利用者本人にとって最適な支援につなげることができる

よう、相談支援専門員の確保と資質の向上に向け、実地研修の実施を含めた研修制度

の見直しや指導的役割を担う人材（主任相談支援専門員（仮称））の育成を行うととも

に、こうした人材の適切な活用を進めるべきである。なお、主任相談支援専門員の育

成に当たっては、求められる支援技術、育成のカリキュラム、実務経験の評価等の在

り方を検討する必要がある。 

 

５．障害者の意思決定支援・成年後見制度の利用促進の在り方について 

（１）現状・課題 

（意思決定支援の現状と課題） 

○ 現在、意思決定支援の定義・意義・仕組み等を明確化するためのガイドラインの策

定に向けた調査研究が進められているが、今後、当該ガイドラインを関係者の間で共

有し、その普及や質の向上に向けた取組を進めていく必要がある。 

その際、意思決定支援は、相談支援をはじめとした障害福祉サービスの提供におい

て当然に考慮されるべきものであり、特別なサービス等として位置付けるような性質

のものではないことに留意が必要である。 

 

（２）今後の取組 

（意思決定支援ガイドライン） 

○ 意思決定支援の定義や意義、標準的なプロセス（サービス等利用計画や個別支援計

画の作成と一体的に実施等）、留意点（意思決定の前提となる情報等の伝達等）等を取

りまとめた「意思決定支援ガイドライン（仮称）」を作成し、事業者や成年後見の担い

手を含めた関係者間で共有し、普及を図るべきである。あわせて、意思決定支援の質

の向上を図るため、このようなガイドラインを活用した研修を実施するとともに、相

談支援専門員やサービス管理責任者等の研修のカリキュラムの中にも位置付けるべき

である。 

 

 



 
 

８．高齢の障害者に対する支援の在り方について 

（１）現状・課題 

（障害福祉制度と介護保険制度） 

○ 障害福祉サービスと介護保険サービスを併給する事例や、高齢化に伴い、障害者を

支援する親が要介護者となる事例など、障害福祉制度と介護保険制度の緊密な連携が

必要となっている。その際には、相談支援専門員と介護支援専門員との連携も重要で

ある。 

 

（２）今後の取組 

（障害福祉制度と介護保険制度の連携） 

○ 障害福祉制度と介護保険制度の両制度の連携を推進するため、協議会（障害者総合

支援法）と地域ケア会議及び基幹相談支援センターと地域包括支援センターとの連携

の推進に向け、地域の実情に応じた窓口の一元化等や弾力的な運用等による連携の好

事例の収集と普及等を通じて、全国的に連携の推進を図るとともに、障害福祉計画と

介護保険事業（支援）計画が一層調和のとれたものとなる方策を検討の上、講じるべ

きである。その際、連携が実効性のあるものとなるよう、基幹相談支援センター等に

よる取組を推進する必要がある。 

○ 相談支援専門員と介護支援専門員の連携を推進するため、両者の連携が相談支援事

業及び居宅介護支援事業が行うべき業務に含まれる旨を明確にするとともに、それぞ

れの視点の理解を促進するための研修等の方策を講じるべきである。また、介護保険

サービスの利用に当たって、円滑なサービスの利用ができるよう、相談支援専門員の

モニタリングの頻度について、モニタリングの実態を踏まえつつ、見直しを行うべき

である。 

  加えて、65 歳を超えても引き続き同一の者による対応等を推進するため、相談支援

専門員と介護支援専門員の両方の資格を有する者の拡大のための方策を講じるべきで

ある。 

○ 「親亡き後」に向けて、適切な助言を行い、親が持つ支援機能を補完し、障害福祉

サービス事業者、成年後見人、自治体、当事者・家族など様々な関係者で当該障害者

を支えるためのチームづくりを主導するため、主任相談支援専門員（仮称）を創設す

べきである。 


